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第1章　序論
1．1　背景と目的
　1900年代の後半を中心に活躍したKenneth　Ewart　Bouldingは、イギリス出身で米国
に居住する経済学者であった。彼は1993年に没するまで、長年に亙り政治学、社会学、
哲学、及び社会心理学の分野に於いても重要な学術的貢献を果たした。特に、1973年
に著したThe　ECOflomy・ofLove　all（1　Fear■A　Prθface　to　Grafl　ts　Econonηicsで、世の中
には、交換の理論だけでは説明し難い経済現象が贈与の形で多く存在することを示し
た上で、贈与と交換は共に、近代の経済システムを説明する理論の再構成・再組織化
するために不可欠な要素であり、賢明な政策の立案・執行に資する理論の構築には、
「贈与及び交換の両者が相互に作用し合うメカニズムを経済理論の申に包含させる総
合的アプローチ」が、肝要であると解く。
　我が国において、Bouldingの没前3年にあたる1990年は、フィランソロピー元年と
呼ばれる。また、彼の没後2年にあたる阪神・淡路大震災の発生した1995年は、ヴォ
ランティア元年と呼ばれる。更に、非営利活動促進法（NPO法）が施行された翌年の
1999年は、NPO元年と呼ばれる。これらのフィランソロピー元年、ヴォランティア元
年、及びNPO元年以降、今日に至る問に、ヴォランティア活動、　NGO・NPO、及び
ODAに向けられる社会的関心が次第に強まった。その過程で、「貨幣を媒介とする金
銭的・主観的な利益を市場の枠組みの中で追求することを前提とする、新古典派経済
学」は、贈与の行為を必ずしも的確には説明し難いとの認識も、一般に高まった。こ
のような観点を踏まえ本論文では、Bouldingが唱える贈与の経済学（Grants
Economics）のパラダイムを基礎に据え、この贈与経済を市場経済との関わりで考察
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する。併せて、贈与と不即不離の関係にあるヴォランティア活動、NGO、及びODA
の特性を論じ、贈与概念の理解を促す。実際、ヴォランティア活動を初め、NGO・
NPOプログラム、及びODAなどを贈与の一形態と見なし、それらを経済学的視点から
整理・考察しようとする時、Bouldingが提唱する贈与の経済学は、有益なアプローチ
と言える。
　なお、Bouldingが提示する基準的な贈与形態1から、以下の四つの形態が発展的な贈
与形態として新たに範躊化される。即ち、贈り手が自ら進んで贈与を行なうか否かに
関しては「愛」と「恐」の項目に分類し、受け手の効用が高まるか否については「正」
と「負」の項目に分類する2。
（1）〈愛一正〉型の贈与
　　贈り手が自ら進んで贈与を行ない、受け手側の効用が高まる贈与形態。これは、
　　最も望ましい贈与の形態と言える。
　（2）〈愛一負〉型の贈与
　　贈り手が自ら進んで贈与を行ない、受け手側の効用は低下する贈与形態。これに
　　は、ヴォランティア活動の結果として時に発現する、ヴォランティア公害等が事
　　例として挙げられる。
　（3）〈恐一正〉型の贈与
　　贈り手が贈与を強いられる状況下で贈与を供与し、受け手側の効用が高まる贈与
　　形態。この事例には、Bouldingが示す「『恐怖（fear）』から生まれる『貢ぎ物
　　　（tribute）』」等が当てはまる。
　（4）〈恐一負〉型の贈与
　　贈り手が贈与を強いられる状況下で贈与を供与し、受け手側の効用が低下する贈
　　与形態。これには、差別やいじめなどに随伴する問題が該当する。例えば、差別
　　やいじめを自分が行なわなければ、自分が別の個人又は自分の属する集団から逆
　　に差別やいじめの対象にされる場合、いじめや差別をすることに対して、ある種
　　の強制性が生まれる。このような状況下では、自分が差別やいじめを行なうこと
　　により、自分の効用は減じ、同時に受け手側の効用も低下する。
　本論文の考察・論究には、上述（1）の分類項目「〈愛一正〉型の贈与形態」を適用
する。
1：この基準的な贈与形態（二範曙）については、第2章第2節で論じる。
2：贈り手の効用に関しては、四つの贈与形態全てにおいて「正」である。
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1．2構成
　本研究では、Bouldingが提唱する贈与の経済学の枠組みを基礎に据え、（1）個人に
ょる贈与、（2）組織単位の贈与、及び（3）国家レベルにおいて見られる贈与を対象
に、先行研究の助けを借りて贈与の特質を整理・考察・理解する3。
　具体的には、次の第2章で、Bouldingが提唱する贈与の経済学に照らし、贈与の範曉
及び贈与経済の重要性について論じる。幾分敷術すると、贈与の二範躊に関しては、
財貨の二方向への移転である交換に対して、財の一方向の移転である贈与を、「愛
（love）」から生まれる「贈り物（gift）」とその対極に立つ「恐怖（fear）」から生ま
れる「貢ぎ物（tribute）」という二つの異なった動機によって生ずる贈与に分類する。
また、市場経済の限界については、「貨幣を媒介とした主観的な利益を市場の枠組みの
中での追求することを前提とする新古典派的な経済市場」では取引されない財又は
サーヴィスが存在することによる市場経済の弱点とそれ故にこそ非市場経済的なアプ
ローチに基づく贈与の経済学の必要性を述べる。同章は、3章以降に試みられ考察に
対する理論的基礎を提供する役割りを果たす。
　第3章では、「個人による贈与」の具体的事例としてヴォランティア活動に携わる個
人に焦点を当てながら、ヴォランティア活動について論じる。そこではまず、ヴォラ
ンティア活動の定義及びヴォランティア活動の歴史について論じ、次いで、ヴォラン
ティア活動を、「プログラムへの実践的参加」、「寄付」、及び「コンピューターネット
ワーク上における活動」の三つの形態に分類し、第一の形態として学習院海外協力研
修プログラム（GONGOVA）を紹介する。また第三の形態としては、近年コンピュー
ターネットワーク上において注目を浴びている、オープン・リソース方式、及びフリー
ウェア・シェアウェアの存在についても論じる。
　第4章では、「組織単位の贈与」の具体的事例としてNGO（非政府組織）をとりあ
げ、その特性を中心に考察する。NGOの定義に関する箇所では、　NGOの意味やNGO
とNPOの同異性について論じる。また、　NGOの歴史と現状に触れながら、1998年に施
行された非営利活動促進法と同法により設立が可能となったNPO法人について触れ
る。
　第5章では、ODA（政府開発i援助）を「国家1／ベルによる贈与」の具体的事例とし
て取り上げ、その定義を述べる。併せて、米国を初めとする連合国の占領下に我が国
が置かれ、米国によるガリオア・エロア援助を受け入れていた時代から、我が国がODA
におけるリーディング・ドナー・カントリーに名を連ねる時代までの歴史を論じる。
3：この意味で本研究で試みる作業は、「exploratOry　review」作業と言える。
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また、我が国におけるODAの現状と問題点を整理しつつ、草の根・人間の安全保障無
償資金協力とNGOとの関わり等の側面から、我が国ODAの今後あるべき姿について
論じる。
　第6章では本研究が擁するささやかな意義と、今後の研究課題について述べる。
第2章K、E．　Bouldingが提唱する「贈与の経済学（Grants　Economics）」
　経済学の主目的は、200年以上前から、市場における交換4を通して社会が如何に組
織されているかという問題を中心に研究する点にあった。このような経済学の発展過
程で、従来の交換の経済学だけでは十分に説明できない経済現象の重要性が指摘され
るに至り、このような問題意識に基づく考察に適するアプローチとして贈与5の経済学
が、1970年代にK．E．　Bouldingによって提唱された。
　Boulding、贈与については次のように述べている。即ち、贈与をこれまでのよっに
本来の経済システムの外にある異質なものと見なすことなく、贈与および交換の両者
を、相互に作用し合うメカニズムとして経済システムの中に含む総合的な観点に立っ
て考察することが、必要である。
　本章では、Bouldingが上記の文脈に於いて示す二範疇の贈与形態についてまず述べ
る。次いで、古典派・新古典派経済学の骨格と比較しつつ、K．　E　Bouldingが提唱する
贈与の経済学の理論的枠組みの骨格を考察する。
2．1　贈与形態の二範疇
　まず、贈与の経済学において主要なポイントとみなされる贈与の概念、並びに贈与
の形態について考察する。
　そもそも、「贈与」とは一体何であろうか。Bouldingによると、贈与は常に、二人も
しくはそれ以上の当事者の関係に於いて発生する。中でも最も単純なケースである二
当事者関係に於ける贈与の場合には、贈り手と受け手がそれぞれ関係し、贈与の過程
には少なくとも二つの意思決定が含まれる。即ち、贈り手側による贈与を行なおうと
する意志決定と、受け手側における贈与を受け取ろうとする意志決定である。これら
二つのうち、贈り手の意志決定の方が受け手のそれより重要な意味を持つとも考えら
4：Bouldingによれば、交換は「AがBに何かを与え、且つBがAに何かを与えるという形の、両方向の移転」である。
　Boulding、公文訳（1974、　pユ）。
5：Bouldingによれば、交換に対して贈与を「AがBに何らかの交換可能物を与えるが、　BはAに何の交換可能物をも
　与えない一方向の移転」と、表現している。Boulding、公文訳（1974、　pp．1－2）。
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れるが、必ずしもそうではない。何故ならば、贈与を受け取るという受け手の意志決
定には、脅迫の要素が含まれる可能性があり、同様な要素は贈与を与えるという贈り
手の決定に含まれる可能性があり、更には、受け手側の要求ないしは請求に応じて贈
与がなされる場合も起こり得るからである6。
　このように把握される贈与の概念について竹内（1992）7に拠って要約すると次のよ
うに纏められる。
　贈与は交換ではないために、供与側の贈り手は一般に見返りを要求しない。しかし、
見返りを一切期待しない無償の行為としての贈与8は、現実には考え難く、贈り手は普
通、何らかの見返りを期待する。なお、贈り手と受け手との関係が対等である場合、
贈与は行なわれにくい。なぜなら、対等な人間の問では「謂われのない借り」を作る
わけにはいかず、贈与に対しては何らかの贈与を返し、結果として交換に準ずる形態
に関係を改めておかなければ、二人の関係は今後、対等とは言えなくなるからである。
　翻って、贈り手と受け手が非対等な関係にある場合、以下の三形態の贈与が行なわ
れ得る。
（1）「上の立場から下の立場への贈与」
　　　（例）　・主君が家臣に金品や財宝を下賜する。
　　　　　　・親が子を庇護し養育するために要する労働力及び財を提供し、或いは
　　　　　　　財産を贈与する。
（2）「下の立場から上の立場への贈与」
　　　（例）　・家臣が主君に金品を献上する。
　　　　　　・弱小国が強国に朝貢する。
（3）「お箕銭型贈与」
　　　（例）　・個人や団体以外の相手に対する贈与9。
　Bouldingは、上記の（1）を「愛」から生まれる「贈り物」であり、（2）を「恐1布」
から生まれる「貢ぎ物」であるとして、贈与の形態を整理している。
　このような試みの中で、贈与という一方向の移転を統合的関係のパラダイムに仕立
てるアイデァが生まれた。即ち、もしも、AがBに経済的価値を有する何かを与え、
他方、BはAに経済的価値を有する何ものも与えておらず、しかもA、　B二人の間には
安定的な相互依存が、この一方向の移転の上に発現しているとすれば、二人の問には
6：Boulding、公文訳（1974、　p．29）。
7：竹内（1992、pp．223－225）。
8：全く見返りを求めない贈与は「純粋贈与」と呼ばれる。中沢（2002、p．23）。
9：神仏に対する喜捨などはその例である。竹内（1992、p．225）。
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何らかの統合的関係が存在しているはずである。ところで、一方向の移転である贈与
は上で示した二つの異なった動機（「贈り物（gift）」と「貢ぎ物（tribute）」）によっ
てなされる。
　まず「贈り物」について見ると、この贈与は「愛（love）」から生まれるとされ、愛
を基盤とする統合システム10の産物である。即ち、贈り物を手放す贈り手（donor）が、
それを受け取る受け手（recipient）の福祉と自分の効用を一体視することであり、こ
のように純粋な形の贈り物は、善意（benevolence）の表現として定義でき、会計学
的な意味での理解を施すと、贈り物は贈り手から受け手への純資産の移転と見なせる。
　これに対し幾分視点を換え、効用増減の見地から眺めると、贈り物を手放す結果と
して生ずる贈り手の効用の損失分は、「受け手の側での効用の増加を考慮することによ
りもたらされる贈り手の効用増大」が補って余りある。そればかりか贈り手は、受け
手の資産を自分自身の資産構造の一部とさえ見なし得る。その結果、贈り物は、真の
移転であるというよりは、一個の組織もしくは企業内での部門相互間の資産再配分に
似る。この関係が特に妥当と考えられる例として、たとえ、贈り手自身はその行動に
よって直接の利益を受けない場合でさえ、贈り手が承認する何らかの行動を受け手が
とることを条件として贈り物がなされる場合がある。
　次に、もう一方の「貢ぎ物」について眺めると、これは、「贈り物」を支える「愛」
とは対極に位置する「恐怖（fear）」の結果として現れる贈与、或いは「脅迫（threat）」
の元でなされる贈与と言える。会計的な基準に照らせば、貢ぎ物は、贈り手の純資産
を明らかに減少させ、受け手の純資産を明らかに増加させる贈与である。この贈与活
動は、表面上交換活動のように見えるが決して伝統的な意味に於ける交換ではない11。
　このように、贈与の経済行為は、贈与が主として統合の構造から発しているのか、
それとも脅迫の構造から発しているのかを問わず、社会システムの中で相当程度の独
立性と統一性を有していると考えられる。とは言え、贈与ははっきり統合部門（にあ
る「愛」）と脅迫部門（にある「恐怖」）という二つの動機に二分割できるものではな
い。何故ならば、世の中には租税システムのようなに上述の二動機が混合しているも
のも少なくないからである。
10二統合システムとはゆるやかな概念であり、定義することが難しく、多くの異なった概念を含んでいる。たとえば、
　正当性、地位、アイデンティティ感覚、道徳感、コミュニティへの帰属感、愛情といった感情、また、その対極に
　ある非正当性、敵意、コミュニティの崩壊等々がそれである。Boulding、高村・山崎・花見他共訳（1988、　p．130）。
ll：「金を出すか、命を出すか、」といって迫る強盗に自分の金を与え、強盗は自分に命をくれるといった活動は、一見
　したところ交換のようであるが、強盗が自分の命をとらないことは、強盗にとっては、負の財の欠如であり、正の
　財の存在とは決して同じこことではないため、交換とは言えない。Boulding、公文訳（1974、　pp．6－7）。
12：Lewis　Hyde、井上・林訳（2001、　p．84）は、贈与と交換の違いを次のように定義している。即ち、「贈与と交換の
　重要な違いは、贈与は二人の人間の問に感情の絆を確立するが、交換は取引後に何ら必然的な関わりを残さないと
　いうことだ。」
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　また、贈与を交換から区別する12ことは、必ずしも容易ではない。例えば、伝統的
な社会で一般にみられる両親による子供の養育は、一見すると贈与の様相を呈してい
るものの、実は時間的に引き延ばされた軸にそった交換にも似ている。より一般的に
言えば、贈り手が受け手に対して与える贈与と引き換えに、恩返し的行為、地位、お
礼の気持（reCOgnitiOn）或いは他の心理的な表象が受け手から贈り手に移る場合がし
ばしばある。しかしながら、このように物財的でない価値の移転（受け手から贈り手
に対する）は、それが現実に経済的価値を伴なうとしても、会計学上純資産の移転と
みなすことは困難である。
2．2　市場経済の限界と贈与経済の重要性
　新古典派経済学が論ずる市場経済は、経済主体の自発的な交換13を基礎とし、アダ
ム・スミスが「神の見えざる手」としてとらえた価格メカニズムを介して、社会的に
望ましい資源酉己分を達成する。この様に考えられてきた市場経済は、貨幣を媒体とす
る取引に基づく交換の枠組みであり、そこで交換される財やサーヴィスは最終的に、
市場価値14で評価される。
　しかし、我々が馴染んできた伝統的な市場経済は、多くの長所を擁するが決して完
壁なものではない。例えば、外部経済性、規模の経済性、或いは情報の不完全性など
が存在する場合、いわゆる「市場の失敗15」が発生し、様々な形態の非効率が市場に
発現する。’また、市場経済の仕組みが、一方で資源配分上の効率性を達成しながら、
他方で所得分配上の著しい不平等を社会にもたらす可能性も否定できない16。
　更に、市場経済下の活動は、通常の国民経済計算に計上される富の拡大を促すとし
ても、金銭に対する執着心の強い個人を除けば、富の拡大が必ずしもそのまま個人に
とっての生きがいや価値実現につながるものではない。このことは、貧者に比べて富
者は、自己目的達成の妨げとなる制約が小さいかもしれないが、貧者に比較し富者が
常に幸福であるとは言えないことからも窺える。即ち、市場経済は、個人が経済活動
13：Voluntary　exchangeと英語で呼ばれる。岩田（2000、　p．42）。
14：市場価値について、岩田（2000、p．42）の説明を引用すると次のとおりである。「個人にとっての主観的な価値評価
　と全く同一のものではなく、大ざっぱに個入の主観的な価値評価を反映するに過ぎない。市場価格は限界的な売り
　手や買い手の主観的な価値評価を示すものであっても、限界的な個人に至るまでの中間的な個人の価値評価を示す
　ものではない。ちなみに、消費者余剰や生産者余剰は、（中間的な）個人の価値評価や企業の限界費用と市場におけ
　る（限界的な）評価、費用とのギャップの大きさを示している。マーケット・エコノミーでは、これらの余剰の和
　が最も大きい場合に、効率的な配分が行なわれる。」
15：より正確には「市場の機能不全」と言うべきである。また、市場におけるこれらの機能不全にしても、いずれも財
　貨・サーヴィスにかかわる問題であり、結局は貨幣に換算できる正確のものである。（根本、p29）。
16：福田（2000、p．76）。
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を効率的に行なう上で有用な環境を提供するが、市場経済活動それ自体が個人の生き
る主目的と必ずしも一致しない17。
　ところで、人間が見せる行動の中には、市場経済的な価値評価では必ずしも適切に
表現されない価値を伴なう活動18が少なくない。例えば友情や健康は、個人にとって
大切な意味を一般に持つが、新古典派的な経済市場では取引の対象にはならない。こ
の点との関連で経済現象を注意深く観察すると、友情や健康に類似の「価値を伴なう
もの」が少なからず存在し、それらの取り扱いは、貨幣を媒介とした主観的な利益を
市場の枠組みの中での追求することを前提とする、新古典派経済学のパラダイムでは、
必ずしも容易でない。
　市場経済の限界について、勝又・岸（2004）19は次のように論じている。即ち、新古
典派経済学の基本的枠組みは、人間は下記の二つの基準を満足する「ホモ・エコノミ
クス」（経済人）の仮定に立ち、理論化されている。
　（1）経済的利得（雇用－・利潤）の最大化を試みる「（利益）最大化基準」
　（2）他者の感情や態度にはいっさい配慮せず、またその影響も受けない「利己主義
　　　基準」。
　「ホモ・エコノミクス」の仮定では、市場的側面のみで経済主体の意図や判断が読み
取られ、非市場的な側面はいっさい看過されている。そこでは、欲望の主観的判断が
主役を演じ、欲望に関する客観的判断の入り込む余地はない。
　換言すれば、貨幣を媒介とする経済的行為のみが存在し、コミュニケーションを媒
介とする消費者及び企業の非市場的な行為は考慮外に置かれている。本来、人々の意
図や判断をすべて市場的手段により正確に認識することは、不可能に近く、市場手段
を活用できる場は、人々の主観に基づく「需要」（demand）が貨幣を媒介にして表明
される場合だけである。貨幣を媒介としない「必要」（need）という客観的判断を前
提にする場合には、非市場的手段により人々の意図や判断を認識せざるを得ない。こ
こで、「必要」の有無についての判定は、本人の意思を超えた客観的判断が要請され、
公共政策とのつながりがここに生まれてくる。上記の「必要」はこの点で個人の主観
的判断に基づく貨幣を媒介にして実現される「需要」と本質的に異なる。
　以上から明らかなように市場経済のメカニズムを語る交換の理論だけでは説明し難
い、経済社会現象が現実には多く存在する。富や繁栄の追及に市場は一般に理論的に
反応する。しかし、市場が首尾よく作動しない問題、例えば、環境保全、教育研究、
17：岩田（2000、p．44）。
18：柴田（1999、p．265）は、市場経済にはそぐわないが社会的に必要とされている活動の中の労働を、社会的有用労
　働と呼んでいる。
19：勝又・岸（2004、pp．139－141）。
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貧困撲滅などの問題の整理には、必然的に非市場経済的アプローチが求められる。こ
の学問的要請に応える一つの試みが贈与の経済学（Grants　economics）である。
　以上を端的に纏めると、市場経済では、財又はサーヴィスが一方向へ流れ、その対
価としての貨幣が逆方向へ流れる形で交換がなされることに対して、贈与経済では、
財又はサーヴィスが対価としての貨幣の流れが発生しないまま供与側から受入れ側へ
移動する。この特性について、Boulding（1973）20は次のように説明している。
　「会計上の慣行は、範囲が限定されており、恣意的なものでありうるにせよ、純資産
（net　worth）21の再分配という点で、贈与と交換の間に、明瞭な実際的区別を少なく
とも与えているのである。会計上の約束によれば、交換とは資産の所有者相互間にお
ける等しい価値の資産の再配分を意味し、それによっては各当事者の純資産総額は変
化しないのである。たとえば、Aが100ドルの値打ちの小麦をBから買えば、　Aの手元
では100ドルの価値の小麦が増加し、100ドルの貨幣が減少するが、Bの手元では100ド
ルの貨幣が増加し、100ドル分の小麦が減少することになる。こうして、誰の純資産も
不変にとどまる。他方、AがBに100ドルの贈与を行なえば、　Aの純資産は100ドルだ
け減少し、Bの純資産は100ドルだけ増加する。会計的な方法というものは、社会的に
見てあるいは動機の面でみて意味のあるあらゆる現象を扱いうるものではないという
不平はありうるけれども、それでも前述の区別は依然として基本的なものである。経
済財すなわち「交換可能物（exchangeable）」一般を現に扱いえている限りでは、前
に述べた純資産という基準を用いることによって、贈与を交換から効果的に識別する
ことが可能となる。すなわち、贈与とは、両当事者の間に交換不能物の受け渡しはあ
りうるにせよ、ともかく交換可能物がある一方向に受け渡しされているに対し、それ
と反対の方向にはいかなる交換可能物の受け渡しもないような、二人の当事者間の関
係である、ということができる。」
　併せて、市場経済では個人である自分の効用が追求される一般性に対し、贈与経済
ではコミュニティ全体又は他者の利益が追求される。つまり、贈与行為はコミュニティ
意識や利他性を基盤として成立する22。贈与行為の基本は慈善行為（charity）にあり、
興味深いことに互恵的な贈与は同一社会集団内部のみならず外部の集団に対しても行
20：Boulding、公文訳（1974、　pp．3－4）。
21：Boulding、公文訳（1974、　p．25）の説明を引用すると次の通りである。即ち、「ある個人または組織の純資産とは、
　その純資産の所有者にかかわる資産価値の総額から負債価値の総額を差し引いたもののことである。それは、所有
　されている資本の純価値（net　value）のいくぶん不正確ではあるが十分意味のある形での表現である。」
22：勝又・岸（2004、pp．144－145）。
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われ得る。利他主義に基づくものと理解される贈与は、実のところ慈善の理念なくし
て成立せず、同理念が具現化された慈善行為は、残念なことに従来の「市場における
交換の理論」では十分に説明できない。
　アダム・スミス以来経済学は、理論の中に占める市場経済のウェイトが特段に高く、
贈与経済は重要な概念であるにもかかわらず、多くの経済学者が今まで構築してきた
理論的フレームワークの中では適切に処理され得なかったことも手伝って、古典派経
済学及び新古典派経済学では、主題として取り上げられる機会が少なかった。本論文
の狙いのひとつは、この取り残された学問的フロンティアーに向けた小さなチャレン
ジと言える。
第3章ヴォランティア活動
　「ヴォランティア23」というと何か特別なプログラムに携わっている人と見られがち
な時代は既に終わり、1995年24の阪神・淡路大震災25以来、「ヴォランティア」という
言葉は我が国でも市民権を得るようになった。特に、上記震災に対するヴォランティ
ア活動の貢献では、一般国民のヴォランティア観を変化させ、ヴォランティアという
言葉・ヴォランティアの考え方・ヴォランティア活動の実践が一層身近に感じられる
ようになった。今やヴォランティア活動は日常生活の選択肢の一つとして、我が国社
会に定着したと言える26。
　本章では、ヴォランティア活動の概念と定義についてまず考察し、続いてヴォラン
ティア活動の歴史を追う。更に、寄付や近年急速な発達を見せているコンピューター
ネットワーク上のヴォランティア活動についても触れる。
第4章　NGO（非政府組織i）とNPO（民間非営利組織）
　現在、我が国を含む、世界各国で、NGOやNPOに対する期待が従前以上に高まって
23：「ヴオランティア」について、長沼（2003、pp．98－103）の説明を纏めると次のとおりである。我が国では、「ヴォラ
　ンティア活動」及び、「ヴォランティア活動を行なう人」を「ヴォランティア」と呼ぶことに対し、主にイギリスや
　米国を初めとする英語圏の国々では、「日常的な行為としての助け合い」も「ヴォランティア」と呼ばれる。本論文
　では、断り書きが無い限り、「日常的な行為としての助け合い」も「ヴォランティア」に含まれるものとする。
2411995年はヴォランティア元年と呼ばれている。早瀬・牧口（2004、pの。また、企業の社会貢献担当者の間で同年
　は「企業の社会貢献活動の定着が確認できた年」とされている。島田（1999、pp。197－198）。
25：阪神・淡路大震災における被災地でヴォランティア活動に携わった人達の延べ数は、1年間で130万人に達したと
　言われている。出口（1999、p．56）。
26：我が国にも定着してきたヴォランティァ活動であるが、現場の状況を的確に把握し、現場を取り仕切るリーダー訳
　としてのコーディネーター不足が問題点として挙げら誕ている。大勝・山田（2001、pp．19－20）。
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きている。多くの国々は市場経済を経済活動の基本的枠組みに据えているにも関わら
ず、利潤最大化を目指す民聞企業でもなく、社会厚生の最大化を目指す政府でもない、
NGO・NPOの範躊に注目が集まる理由は何であろうか。
　一っの理由として、我が国では1998年12月に、特定非営利活動促進法（通称、NPO
法）が施行され、同法により認定されるNPOの数が急速に増えつつある社会的動向を
指摘できる。
　勝又・岸（2004）27によると、1980年代、NGOは「市場の失敗」や「政治の失敗」
を補完する二次的な存在であるという議論が盛んであった。しかし、米国のNGOの歴
史から明らかなように、同国では、建国以前の市場経済が普及する以前の時代から、
NGOがコミュニティの申に確乎たる地歩を占めていたという厳然たる事実が存在す
る。同時に、NGOの存在意義を経済理論のパラダイムの中で考察する試みもなされて
きた28。即ち、ホモ・エコノミックス（経済人）を仮定するために必要な条件である、
（1）利益最大基準、及び（2）利己主義基準を設定する新古典派的経済理論に拠り、
NGOの理解が試みられた。しかし、　NGOは、「市場経済」とは対蹟的な「非市場経済」
の主役である贈与経済のカテゴリーに属するので、その理解のために新古典派的な経
済理論を持ち込んでも、かえってNGOの本質を見失う恐れがある。
　前章では個人行動における事例としてヴォランティア活動を取り上げたが、本章で
は、まず、上記のように把握されるNGOとNPOの定義と役割、並びに歴史と現状につ
いて触れる。次いで、特定非営利活動促進法を論じる。
第5章ODA（政府開発援助）
　我が国は現在、ODA29（政府開発i援助）を介し途上国に対して、多くの技術・資金
協力を供与している。かつて援助受入国であった我が国のODA予算規模は現在、8，169
億円（2004年、一般会計予算規模）にのぼる。事実、第二次世界大戦後の戦災により
荒廃した日本に対して、米国はガリオア・エロアi援助を、1946年から1951年の問に我
が国に対し約50億ドル供与し、同援助は日本経済の早期復興に著しく役立ったと言わ
れている。
　日本政府のODAでは、二国間援助及び多国間援助が、「無償資金協力」、「有償資金
協力」、「技術協力」の形で執り行われ、1989年からは、途上国のNGO団体にも供与さ
27：勝又・岸（2004、p．124）。
za：NGO・NPOの活動について、経済分析の手法を用いることにより、理論と実証の両面から包括的に分析した文献と
　して、例えば、山内（1997）がある。
29：英語で、Official　Development　Assistance。
41
れる「草の根無償資金協力」が始まり、2001年度は、我が国が世界最大のi援助国（2002
年度は米国）となっている。
　しかし、ODAの内容や内訳規模に関して、一般の人々が現状を十分に認識している
とは必ずしも言えず、ODAの財源が国民の税金により賄われている点を考えれば、一
層の情報公開と広報の努力は肝要と言えよう。
　このような背景を踏まえ、本章では、ODAの定義にまず触れ、然る後に我が国ODA
の歴史と現状について考察する。併せて、我が国のODAが途上国の経済発展に如何に
促しているか、などの点に目を遣りながら、我が国ODAの将来あるべき姿について考
察する。
第6章　考察とまとめ
　我が国において比較的最近まで、「他人の為に無報酬でヴォランティア活動に携わる
人は特殊な存在である」と考える人は、少なくなかった。しかし、有償・無償のヴォ
ランティア活動が次第に確かな市民権を得るようになり、ヴォランティア活動への参
加が日常生活に於ける一つの自然な選択肢に数えられるまでに、社会は変化した。同
時に、ヴォランティア活動や贈与の行為と関係の深いNGO及びNPO並びにODAに対
する関心も、漸次高まりを見せるに至った。この点について、草の根的な国際協力NGO
ヴォランティア活動プログラムである「学習院海外協力研修プログラム
（GONGOVA）」に参加した学生の一人が、感想文の中で次の感懐を綴っている30。
「ヴォランティア活動を通してお手伝いをさせて頂きたいと望んで、出掛けたはずな
のに、お手伝いができただけではなく更に、村の方々から『生活するということ』、
『学ぶということ』そして、『生きるということ』の大切さを教えて頂いて、日本へ
戻ってきたように思えてなりません31。」
　いみじくもこの文章が語るように、ヴォランティア活動への参加は、ヴォランティ
ア活動を供与する側と活動を受け取る相手側との間で織りなされる、「相互触れ合いの
世界」に、新鮮な価値の実現を促す。一般にこの価値は、供与側と受け取り側の両者
に対しプラスの効用をもたらすが、供与側の視座に立つと、ヴォランティア活動に対
する「報酬」と見なし得る。
30：金子（1992、p．2）は、これと同様な例を紹介している。「ヴォランティアというと、『困っている人を助けてあげる
　ことjだと思っている人が多いのではないだろうか。ところが、実際にヴォランティアに楽しさを見出した人は、
　ほとんど『助けられているのはむしろ私の方だ』という感想を持つ。」
31：金子編（2005、p．170）。
32：金子（1992、pp．149156）。
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　ヴオランティア活動の文脈における「報酬」については、金子（1992）32が次のよう
に述べている。即ち、ヴオランティア活動に対する「報酬」とは、経済的な市場を介
して価値が定まるものだけとは限らず、ヴオランティア活動に参加する人がそれを自
分にとって「価値がある」と思い、しかも、それを自分一人で得たのではなく、誰か
他人の力によって与えられたものだと感じるとき、その「与えられた価値のあるもの」
がヴォランティア活動の「報酬」として意味を持つ。ヴォランティア活動に参加する
人は広義の「報酬」を期待して、一般に行動する。また、ヴオランティア活動におけ
る「報酬」は、能動的に「見つけるもの」であると同時に、受動的に「与えられる」
ものとして認識すると、新しい価値が「報酬」として生み出される為には、ヴオラン
ティア活動を行なう人とその協力の供与相手が出会わなければならない33。このよう
な観点に立つと、ヴォランティア活動を行なう人が「報酬」を受けるプロセスを、「相
手とヴォランティアサーヴィスの供給者・需要者としてのつながりをつけるプロセス」
と理解することができる。
　実は、本論文で述べた「〈愛一正〉型の贈与」（即ち、Bouldingが唱える「愛」から
生まれる「贈り物」）を行なう贈り手も、必ず贈与の相手方とつながりをつけ、上述の
「報酬」をヴォランティアと同様に得る。この指摘は、擬人化して考えられるNGOや
NPOのみならずODAを供与する政府に対しても、可能である。更に、「恐怖」から生
まれる「貢ぎ物」的な贈与（つまり、「〈恐一正〉型の贈与」）の贈り手であっても、同
様な「報酬」を得ると言える。
　このように考えると、上述した「報酬」の概念は、「〈愛一正〉型の贈与」について
も、「〈恐一正〉型の贈与」についても、ヴォランティア活動の意味をGrants　Economics
のパラダイムの中で的確に把握する上で、有益な思考触媒の役割を果たす。
　現在、全世界の貧困人口は10億人を超える。この地球規模の貧困問題を初め、途上
国経済発展問題、自然環境保全問題、HIV／AID感染症問題、差別・人権問題、及び基
礎教育充実問題等に対する取り組みが、地域的な曲面でも世界的な規模でも、昨今愈々
乞われている。
　自由競争市場の仕組みを考察の基礎に置く「古典派経済学及び新古典派経済学」（伝
33：この点について、原田（2003、p207）は次のように述べている。即ち、「社会的な地位も年齢も、互いの生活歴も、
　とりあえずは抜きにして2人が結びついている。したがって、ボランティァをしたいとか、ボランティアを求めてい
　るというだけでは、何も始まらない。具体的な行動ができあがってはじめて、それがボランティアというものにな
　るのである。」
34：この「目を向け直す」必要性は、例えばThe　Voluntary　Cityに対する次の書評に的確に表わされている。”The
　Voluntary　City　reveals　how　the　process　of　providing　local　public　goods　through　the　dynamism　of　freely
　competitive，　market－based　entrepreneurship　is　unmatched　in　renewing　communities　and　strengthening　the
　bonds　of　civil　society．’「Beito，　Gordon，　and　Tabarrok，（2002、　back　cover）。
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統的経済学）のパラダイムでは、市場経済に幾分馴染み難いテーマ「贈与」が真正面
から見つめられる形で、分析の対象に取り上げられることは少ない。それ故に、ヴォ
ランティア活動、NGO・NPO、及びODAに対する関心が急速に強まりつつある今日、
Bouldingによって提唱された贈与の経済学に今一度目を向け直し34，その試みの結果
得られる成果を携えて伝統的経済学へ再び回帰するチャレンジは、経済学の発展に柳
かなりと資するのみならず、経済学が現実の社会に役立つ一側面を更に補強すること
になろう。
　本論文は、この様な思いを基盤にし、exploratory　reviewとして纏められたもので
あるが、己れの身の丈を弁えない学問的冒険のほんのとば口にすら達し得ていない。
力不足を恥じるとともに、機会が許されるならば今後、本論分では十分に扱うことの
できなかった「〈愛一負〉型の贈与」、「〈恐一正〉型の贈与」、及び「〈恐一負〉型の贈
与」について、然るべき考察を試みたい。
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